
調 査 目 的	 徳島県内の企業動向を的確に把握すること
対 象 企 業	 県内主要企業	300社、回答企業	188社、回答率	62.7％
調査対象期間	 2018年 4 ～ 6 月期の実績、7～ 9月期および10～12月期の予想
調 査 時 点	 2018年 7 月上旬～下旬

公益財団法人　徳島経済研究所

2018．8．20第134回

要　約

2018年 4 ～ 6 月期の業況判断（季節調整済）はやや悪化
7～ 9月期は改善するも、10～12月期は再び悪化の見通し

　県内企業（全産業）経営動向調査結果によれば、業況判断BSI（季節調整済）について、
2018年 1 ～ 3 月期と比べ 4～ 6月期（前期→当期：△10→△12）はやや悪化した。売上げ
BSI（同： 1→ 3）、収益 BSI（同：△ 6→△ 2）はやや改善しているものの、自社の業況
自体については厳しめに判断する企業が多い現状が示されている。もっとも、過去（2003
年 7 ～ 9 月期から2018年 4 ～ 6 月期の15年間）の業況判断BSI の平均△17と比較し良好
な水準を維持している。
　業種別では、製造業（同：△11→△ 8）はやや改善の一方、非製造業（同：△11→△14）
がやや悪化した。
　先行きについて、 7～ 9月期予想の業況判断（△ 6）は改善するものの、10～12月期予
想の業況判断（△15）は再び悪化する見通しである。
注 1：今回調査よりBSI の季節調整値を算出。これは、BSI の原計数の動きには季節性があり（年間で売上

げが最も多い10～12月期に改善し、最も少ない 1～ 3月期に悪化など）、景気を判断するうえでは季
節性を除去した季節調整値の動きをみることが有用であるためである。なお、内閣府・財務省の「法
人企業統計予測調査」でも、平成30年 4 ～ 6 月期調査分から「企業の景況」についての季節調整値を参
考値として公表している。

注 2：季節調整は、米国センサス局法X-12-ARIMAによる。
注 3：季節調整は、全業種、製造業、非製造業別々に行うため、今回の前期BSI のように全業種が△10、製

造業、非製造業が△11といった数値になることがある。

　2018年 4 ～ 6 月期の設備投資は、実施企業の比率は前年同期からやや低下したが、総
投資額は製造業、非製造業ともに大幅に増加し、同54.1％増の約233億円となった。先行
き 7～ 9 月期の計画も、実施企業の比率は前年同期から低下するものの、金額は同37.9
％増の見込みとなっている。
　今後 1年間の設備投資意欲については、前期と比べ、製造業、非製造業ともやや改善
している。
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2 企業経営動向調査	 2018. ₈

　【2018年 4 ～ 6 月期の実績】　業況判断（季節調整済）は前期と比べやや悪化
　県内企業の当期（2018年 4 ～ 6 月期、以下同じ）のBSI（業況が「好転（増加）」回答し
た企業割合から「悪化（減少）」と回答した企業割合を引いた数値（季節調整済））でみる
と、前期（ 1～ 3月期）と比べ、売上げBSI（ 1 → 3 ）、収益 BSI（△ 6→△ 2）はやや改
善の一方、業況判断BSI（△10→△12）はやや悪化となった（上の図表）。景気は緩やか
に持ち直しているものの、自社の業況をやや厳しめに判断する企業の多い実態が示さ
れている。
　消費税率が引き上げられた2014年 4 ～ 6 月期からの動向をみると（下の図表）、売上
げBSI ではプラスが多い一方で、収益BSI が総じてマイナス、業況判断BSI はマイナ
スであった。もっとも、業況判断BSI	については、2003年 7 ～ 9 月期から今期までの
15年間の平均（△17）を上回って推移している。

１．概　　況
　　（全産業）

2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年

「好転」とした企業割合（左目盛）

「悪化」とした企業割合（右目盛）

（％，ポイント）
予想

Ⅰ（1－3月）、Ⅱ（4－6月）、Ⅲ（7－9月）、Ⅳ（10－12月）

BSI・原系列（左目盛）

（％）

BSI・季節調整系列（左目盛）

△17（過去15年間の平均）
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企業経営者による業況判断

売上げ・収益・業況判断　各BSI（季節調整系列）

注：季節調整は、米国センサス局開発のX-12-ARIMAにより実施
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2018. ₈	 企業経営動向調査 3

　【2018年 7 ～ 9 月期の予想】　業況判断（季節調整済）は改善する見通し
　 7 ～ 9 月期の予想は、 4 ～ 6 月期に比べ売上げ BSI（ 3 → 7 ）はやや改善、収益
BSI（△ 2 →△ 2 ）は横ばい、業況判断 BSI（△12→△ 6 ）は改善する見通しである。
景気の持ち直しが続く中、当面の自社の業況についても緩やかに改善するとみて
いる企業の多いことがうかがえる。

　【2018年10～12月期の予想】　業況判断（季節調整済）は悪化する見通し
　10～12月期の予想は、7 ～ 9 月期に比べ、売上げ BSI（ 7 →△ 2 ）、収益 BSI（△
2 →△ 8 ）、業況判断 BSI（△ 6 →△15）はともに悪化する見通しである。秋以降
年末にかけての予測については、保守的に考えている企業の多いことが示されて
いる。

⑴　売上げＢＳＩ

⑵　収益ＢＳＩ

⑶　業況ＢＳＩ
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4 企業経営動向調査	 2018. ₈

２．製造業の動向

　【製造業の現状】　業況判断はやや改善

　 4～ 6月期は、前期と比べ、売上げBSI（ 5 → 9 ）、収益 BSI（△ 2→ 1）、業況判断BSI（△
11→△ 8）はともにやや改善した。
　特に、業況判断BSI は2017年10～12月期以降 3期連続で上向いており、県内産業をリー
ドする化学、機械・金属、食料品などを中心に回復していることが示されている。

　【先　行　き】　業況判断は、7～ 9月期は悪化の一方、10～12月期はやや改善の見通し

　 7 ～ 9 月期の予想をみると、当期に比べ、売上げ BSI（ 9 → 8 ）はほぼ横ばいの一
方、収益 BSI（ 1 →△ 9 ）、業況判断 BSI（△ 8 →△13）は悪化する見通し。
　10～12月期の予想は、7 ～ 9 月期予想に比べ、売上げ BSI（ 8 → 2 ）は悪化、収益
BSI（△ 9 →△ 1 ）は改善、業況判断 BSI（△13→△11）はやや改善する見通し。

　【非製造業の現状】　業況判断はやや悪化
　 4～ 6月期は、前期に比べ、売上げBSI（△ 1→ 1）、収益 BSI（△ 7→△ 4）はやや改善
の一方、業況判断BSI（△11→△14）はやや悪化した。
　特に、業況判断BSI は 2 期連続で悪化しており、製造業とは逆の動きとなっている。売
上げ、収益は改善しているが、業況全般としては満足できない企業が少なからずあること
がうかがわれる。もっとも、過去15年の平均（△16）を上回る水準は維持している。
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2018. ₈	 企業経営動向調査 5

　【先　行　き】　業況判断は、7～ 9月期は改善の一方、10～12月期は悪化する見通し

　 7 ～ 9 月期の予想をみると、当期に比べ、売上げ BSI（ 1 → 7 ）、収益 BSI（△
4 → 2 ）、業況判断 BSI（△14→△ 2 ）はともに改善する見通し。個人消費における猛暑
効果や公共工事の復調などへの期待が現れた結果となっている。
　10～12月期の予想は、7 ～ 9 月期予想に比べ、売上げ BSI（ 7 →△ 4 ）、収益 BSI（ 2 →
△10）、業況判断 BSI（△ 2 →△15）ともに悪化する見通し。年末に向けた需要に対して、
慎重に見込んでいる企業の多いことが現れている。

　回答企業（全産業）のうち、2018年 4 ～ 6 月期において 1百万円以上の設備投資（新リー
ス契約を含む）を実施した企業は全体の40.4％、総投資額は232億円71百万円（県内投資額は
206億76百万円）であった。前年同期と比較すると、総投資額は、製造業、非製造業とも増
加したことから、全体でも54.1％増となった（前期比でも26.1％増）。一方、実施企業の割合
は0.5ポイント低下した。
　先行きの計画をみると、 7 ～ 9 月期の
実施企業割合は36.7％で前年同期より5.3
ポイント低下の一方、総投資額は約270億
円で前年同期比37.9％増の見込み。10～
12月期の総投資額は、約249億で同80.6％
増の見込みである。
　今後 1年間の設備投資欲（全産業）は、
「増やしたい」が16.5％、「減らしたい」が
14.4％、「ほぼ変わらない」が69.1％となっ
た。「増やしたい」から「減らしたい」を差
し引いた比率（＋2.1ポイント）は、前期（＋
1.1ポイント）と比べ上昇している。

４．設備投資の動向
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6 企業経営動向調査	 2018. ₈

製　造　業

　当期に 1百万円以上の設備投資を実施した企業の割合は、53.3％で前年同期より8.3ポ
イント上昇した。総投資額は、211億 8 百万円（前年同期136億 3 百万円）で、大手電気機
械を中心に前年同期比55.2％増となった。うち、県内投資額は195億57百万円（同119億69
百万円）となっている。
　設備投資を目的別にみると、前期と比べ、「増産・拡販のため」、「既存設備の補修更新」
の比率が低下した一方、「合理化・省力化」は上昇となっている。
　先行きの計画について、7～ 9月期の総投資額は約235億円で前年同期比63.6％増、10
～12月期は約228億円で同90.8％増の見込みである。
　今後 1年間の投資意欲について、先行き「増やしたい」とする企業割合（20.0％）が「減ら
したい」とする企業割合（21.7％）を1.7ポイント下回ったが、この差は前期よりも1.7ポイ
ント縮小した。

非 製 造 業

　当期に 1百万円以上の設備投資を実施した企業の割合は、34.4％で前年同期より4.7ポ
イント低下した。一方、総投資額は21億63百万円（前年同期14億98百万円）で、サービス
を除く業種で増加しており、前年同期比44.4％増となった。県内投資額は11億19百万円
（同11億89百万円）となっている。
　目的別にみると、前期と比べ、「拡販のため」の比率が低下、「既存設備の補修更新」が
上昇、「合理化・省力化」はほぼ横ばいとなっている。
　先行きの計画について、 7～ 9 月期の総投資額は約35億円で前年同期比32.4％減の一
方、10～12月期は約21億円で同14.4％増となる見込みである。
　今後 1年間の投資意欲は、先行き「増やしたい」とする企業割合（14.8％）が「減らした
い」とする企業割合（10.9％）を3.9ポイント上回り、この差は 2期ぶりに上昇した。
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2018. ₈	 企業経営動向調査 7

設備投資の目的

⑴　製 造 業

⑵　非 製 造 業

0 20 40 60 80 100

19.1 42.6 23.4 4.3 8.5
20.5 38.6 20.5 9.1 4.5 4.5

24.6 35.1 21.1 7.0 7.0 5.3
18.6 37.2 23.3 7.0 7.0 7.0
16.4 32.8 31.1 6.6 8.2 4.9
17.5 29.8 24.6 8.8 12.3 7.0
17.0 26.4 32.1 7.5 11.3 5.7

25.5 29.1 25.5 3.6 5.5 10.9

合理化・省力化
環境対策
既存設備の補修更新

新規事業
増産・拡販のため 研究開発

その他

2017年１～３月実績
　　　４～６月〃
　　　７～９月〃
　　　10～12月〃
2018年１～３月〃
　　　４～６月〃
　　　７～９月予想
　　　10～12月〃

0 20 40 60 80 100

23.7 54.2 8.53.4 6.8
23.4 48.4 9.410.9 7.8
23.1 50.8 10.810.8 3.1
31.0 43.1 3.4 10.36.9 5.2

27.1 44.1 3.410.2 5.1 8.5
20.8 50.9 11.39.4 5.7
19.6 56.9 5.97.8 5.9 3.9
20.8 45.8 6.312.5 4.2 4.2 6.3

合理化・省力化
店舗等の移転
既存設備の補修更新

新規事業
拡販のため 研究開発

その他

2017年１～３月実績
　　　４～６月〃
　　　７～９月〃
　　　10～12月〃
2018年１～３月〃
　　　４～６月〃
　　　７～９月予想
　　　10～12月〃

（複数回答）

（社） （社）

回答企業の概要

資
本
金
規
模

総　数 製造業 非製造業
　　₁百万円未満
₁～₃百万円未満
₃～₅百万円未満
₅～10百万円未満
10～50百万円未満
50～₁億円未満
　　₁億円以上

0
1
4
2
109
44
28

0
1
0
0
29
18
12

0
0
4
2
80
26
16

計 188 60 128

従
業
員
数

	 10人未満
	 10～	30人未満
	 30～	50人未満
	 50～100人未満
	100～200人未満
	200～300人未満
	300～

17
39
37
30
32
12
21

4
13
9
4
11
7
12

13
26
28
26
21
5
9

計 188 60 128

業　種 回答

製
　
造
　
業

食料品 6
繊維製品 4
木材・木製品 11
パルプ・紙 4
化学工業 8
窯業・土石 5
機械・金属 16
その他 6

計 60

非
製
造
業

建設業 17
運送業 11
卸売業 36
小売業 25
サービス業 38
その他 1

計 128
総　数 188
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全 産 業 製 造 業 非製造業

好転 不変 悪化 BSI 季調済
BSI 好転 不変 悪化 BSI 季調済

BSI 好転 不変 悪化 BSI 季調済
BSI

2016年10～12月実績
2017年 1 ～ 3 月 〃
　　　 ４〜 ６月 〃
　　　 7～ 9月 〃
　　　10～12月 〃
2018年 1 ～ 3 月 〃
　　　 4～ 6月 〃
　　　 7～ 9月予想
　　　10～12月 〃

22	 64	 14	 8	△ 4 19	 62	 19	 0	△ 9 24	 64	 12	 12	△ 3
14	 61	 25	△11 △ 8 15	 55	 30	△15 △ 8 13	 64	 23	△10 △ 9
14	 61	 25	△11 △ 8 10	 70	 20	△10 △14 16	 57	 27	△11 △ 4
9	 64	 27	△18 △12 8	 65	 27	△19 △15 9	 64	 27	△18 △11
19	 64	 17	 2 △11 16	 63	 21	△ 5 △12 20	 65	 15	 5 △10
13	 61	 26	△13 △10 14	 55	 31	△17 △11 12	 64	 24	△12 △11
12	 61	 27	△15 △12 13	 69	 18	△ 5 △ 8 11	 58	 31	△20 △14
11	 66	 23	△12 △ 6 10	 63	 27	△17 △13 12	 67	 21	△ 9 △ 2
14	 70	 16	△ 2 △15 13	 69	 18	△ 5 △11 15	 70	 15	 0 △15

全 産 業 製 造 業 非製造業

好転 不変 悪化 BSI 季調済
BSI 好転 不変 悪化 BSI 季調済

BSI 好転 不変 悪化 BSI 季調済
BSI

2016年10～12月実績
2017年 1 ～ 3 月 〃
　　　 ４〜 ６月 〃
　　　 7～ 9月 〃
　　　10～12月 〃
2018年 1 ～ 3 月 〃
　　　 4～ 6月 〃
　　　 7～ 9月予想
　　　10～12月 〃

43	 37	 20	 23	 4	 40	 39	 21	 19	 2	 45	 36	 19	 26	 6
28	 42	 30	△ 2 5	 27	 43	 30	△ 3 10	 29	 41	 30	△ 1 3
30	 36	 34	△ 4 5	 32	 43	 25	 7 7	 29	 33	 38	△ 9 4
28	 43	 29	△ 1 2	 30	 43	 27	 3 6	 27	 43	 30	△ 3 0
40	 39	 21	 19 0	 41	 36	 23	 18	 2	 39	 41	 20	 19 △ 1
28	 38	 34	△ 6 1	 29	 34	 37	△ 8 5	 27	 41	 32	△ 5 △ 1
30	 35	 35	△ 5 3	 32	 46	 22	 10 9	 29	 30	 41	△12 1
25	 54	 21	 4 7	 27	 51	 22	 5 8	 25	 54	 21	 4 7
31	 55	 14	 17 △ 2 33	 52	 15	 18 2	 30	 56	 14	 16 △ 4

全 産 業 製 造 業 非製造業

好転 不変 悪化 BSI 季調済
BSI 好転 不変 悪化 BSI 季調済

BSI 好転 不変 悪化 BSI 季調済
BSI

2016年10～12月実績
2017年 1 ～ 3 月 〃
　　　 ４〜 ６月 〃
　　　 7～ 9月 〃
　　　10～12月 〃
2018年 1 ～ 3 月 〃
　　　 4～ 6月 〃
　　　 7～ 9月予想
　　　10～12月 〃

41	 37	 22	 19	 2	 36	 40	 24	 12	△ 1 43	 36	 21	 22	 4
27	 42	 31	△ 4 1	 28	 45	 27	 1	 9 26	 41	 33	△ 7 △ 2
22	 42	 36	△14 △ 4 20	 48	 32	△12 △10 23	 39	 38	△15 △ 4
23	 46	 31	△ 8 △ 5 27	 45	 28	△ 1 2 22	 46	 32	△10 △ 7
33	 44	 23	 10 △ 7 36	 34	 30	 6 △ 6 32	 48	 20	 12 △ 7
23	 43	 34	△11 △ 6 27	 37	 36	△ 9 △ 2 21	 46	 33	△12 △ 7
24	 41	 35	△11 △ 2 27	 46	 27	 0 1 23	 39	 38	△15 △ 4
21	 53	 26	△ 5 △ 2 20	 48	 32	△12 △ 9 22	 55	 23	△ 1 2
28	 53	 19	 9 △ 8 30	 50	 20	 10 △ 1 27	 55	 18	 9 △10
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（注）ＢＳＩ＝（好転）−（悪化）

Ｂ　Ｓ　Ｉ

（単位：％，ポイント）

（単位：％，ポイント）

（単位：％，ポイント）

⑴ 業 況 判 断

⑵ 売上げ判断

⑶ 経常利益判断
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